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わが国の都市には，歴史的に，充分な都市基盤整備が行われていないなどにより，現在も多くの木造

密集市街地が存在している．こうした市街地は，出火した火災が延焼し，また延焼が拡大する危険性を

はらんでいる．こうした木造密集市街地における都市計画的な防火対策の手法として，すべてを燃えな

い建物に建て替える不燃化整備，および，既存の木造建物の一部の建て替えならびに道路，空地などの

整備を行う難燃化整備がある．

本論文は，このうちの難燃化整備について，不燃建物，建物間に存在する空地・緑地および延焼遮断

帯の配置パターンなどの空間構成と市街地防火性能との関係を明らかにすること，ならびに空間構成を

考慮した市街地難燃化整備の手法の基礎理論を構築することを目的としている．

第 2章では，市街地の防火性能の評価に関する既存研究，市街地火災の延焼に関する既存研究，およ

び市街地の物的環境に関する既存研究のうち，本論文と関わりの深い研究について整理している．そし

て，既存研究を踏まえて，本論文における分析の枠組みを示している．

加藤によれば，市街地の防火性能は，建物の棟数密度，延焼限界距離，可燃建物率および建物の配置

パターンの 4つの市街地属性により表すことができる (文献 [1])．

市街地の防火性能の評価については，建設省が示した不燃領域率 (文献 [2])，加藤らが示したCV F (文

献 [1, 3, 4, 5])など，市街地のマクロな評価指標が示されている．不燃領域率は，実際の不燃化・難燃化

整備において，目標とすべき整備水準を表す指標として用いられている．

市街地の防火性能を表す指標としては，加藤が平均焼失棟数ならびに最大被害率を示している (文献

[1, 3])．

建物間において連続延焼が起こらない最小限の隣棟間隔である延焼限界距離については，国土交通省

の研究において，建物の構造と大きさによって一般化して扱っている (文献 [6])．

本論文では，これらのことを踏まえて，難燃化整備計画の問題における諸条件を与えることとした．

第 3章では，市街地に関するマクロ指標と市街地防火性能との関係について考察している．実際の市

街地データを用いて，町域ごとにCV F を計測することにより，CV F がある臨界値より大きい場合，防

火性能を明確に表さない場合があることを示した．この場合に，市街地全体の防火性能に影響を与える

要素として，空地，建物等の配置パターンなどの空間構成が考えられることを述べた．

このことを踏まえて，市街地難燃化整備において整備すべき建物，および整備の優先順位を求める手

法を構築する．

本論文では，空間構成の観点から市街地における延焼被害を捉える手法として，建物間の延焼経路を

ネットワークとして表現する方法を提案している．この延焼経路ネットワークは，市街地の建物に頂点

を与え，2棟間の距離が延焼限界距離より小さくなっている建物の組を枝で結んだネットワークである．

第 4章では，整備すべき建物および整備の優先順位を求める問題を数理計画の問題として記述し，仮

想市街地において，市街地の空間構成と防火性能との関係について分析を行った．
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まず，既往研究で提案されている市街地防火性能を表す指標のひとつである平均焼失棟数が，ネット

ワークにおける路が存在する 2頂点の組み合わせの数として表されることを示した．これにより，難燃

化整備計画の問題を，整備すべき建物および整備の優先順位を求める問題である，J 棟最適化問題とし

て記述できることを示した．

次に，1次元の市街地モデルにおいて，不燃建物の棟数と市街地防火性能との関係を分析した．この

分析により，市街地の防火性能を効果的に向上させるためには，可燃建物が密集する区画を棟数が均等

になるように分割することが必要であることを示した．

また，格子点の市街地モデルにおいて，可燃建物の配置の違いによる市街地防火性能の差異をみると，

可燃建物の棟数が等しくとも，その配置パターンが異なれば，防火性能に違いがみられることが明らか

になった．このことは，具体的な市街地難燃化整備計画を立案するにあたって，空間構成の観点から市

街地における延焼被害を検討することが必要となることを意味している．

第 5章では，実際の市街地建物データを用いて延焼経路のネットワークを生成し，実際の不燃化事業

の制度との比較を行った．東京都墨田区が実施している「主要生活道路沿道不燃化推進助成金交付制度」

の評価を試みた結果，生活道路沿道の建物のみを整備する場合，生活道路を越える延焼経路が残存する

可能性があることを示した．その上で，ネットワークを用いることにより，実際の事業だけでは充分に

対応することができない建物を抽出し，実際の制度を補完し得ることを明らかにした．

第 6章では，難燃化整備計画の問題を解くことの困難性について説明している．J棟最適化問題が，組

み合わせ最適化問題のなかでも，特に解くことが難しいとされる，クラスNP -困難に属することを示し

た．このことは，J 棟最適化問題に対して厳密な最適解を示すことが難しいことを意味している．この

ことから，J 棟最適化問題では，整備すべき建物と整備の優先順位を導出するための近似解法が必要で

あることを述べている．

J 棟最適化問題における近似解法として，延焼経路ネットワークの頂点切断集合を求める方法，およ

びネットワークの最短経路を用いる方法を示している．

第 7章では，延焼経路ネットワークの頂点切断集合を用いて，J 棟最適化問題における建物の整備優

先順位を導出する手法について説明している．この手法は，延焼経路を確実に遮断する建物の組み合わ

せを求めることができる．また，整備する棟数が延焼経路ネットワークGの点連結度 κ(G)と等しい場

合には，Gの κ(G)点切断集合をすべて列挙することにより，平均焼失棟数を最小とする整備建物を得

ることができる．しかし，町域の縁辺部の建物ほど優先順位が高くなる傾向がみられた．こうしたこと

から，頂点切断集合に含まれる建物の多くが町域の縁辺部に存在するときには，必ずしも効果的に防火

性能を向上させない場合があることがいえる．

第 8章では，延焼経路ネットワークの最短経路を用いて，J棟最適化問題における建物の整備優先順位

を導出する手法について説明している．この手法は，延焼経路を遮断しない場合が多くなるものの，町
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域の中心に近い建物ほど優先順位が高くなる傾向がみられた．しかしながら，この方法では，連結成分

を均等に分割する優先順位が得られることがある．この場合に，頂点数最小の頂点切断集合より効果的

に防火性能を向上させる整備優先順位が得られる可能性がある．

第 9章では，延焼経路ネットワークにおいて J 棟最適化問題の最適解と考えられる整備建物を目測に

よって与え，近似解法により得られた整備建物と比較を行っている．この比較では，目測によって与え

られる整備建物が，頂点切断集合を用いて整備優先順位を導出する手法によっても得られることを示し

た．これにより，頂点切断集合を用いて整備優先順位を導出する手法では，整備する棟数が延焼経路ネッ

トワークGの点連結度 κ(G)より大きい場合であっても，平均焼失棟数を最小とする整備建物が得られ

る可能性があることを示した．

本論文の主要な結論として，線的空地，建物等の配置パターンなどの空間構成が，市街地防火性能に

影響を与えている可能性があり，延焼被害を空間構成の面から検討する必要があることが挙げられる．

しかしながら，実際の難燃化整備に対して本論文が示した手法を適用するためには，接道条件などの都

市計画上の条件を考慮することが必要であり，このことが今後の課題である．
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